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ⅠⅠ..中期計画（中期計画（20112011～～20132013年度）の骨子年度）の骨子

黒字化に向けた経営基盤の再構築 と 強みを発揮する新たな取組み黒字化に向けた経営基盤の再構築 と 強みを発揮する新たな取組み

損益分岐点の改善による早期黒字化
分野・地域の選択集中による事業再構築
強みを発揮する新たな取組み

2011年度 2012～13年度2010年度

「新」中期計画「現」中期計画

■構造改革のステップ

③新たな取組み損益分岐点の改善②基盤事業の強化
単
年
度

継
続
的

独
自

■ 土木分野
➢大都市圏へ経営資源集中

総 応

■ 事業再構築
抜
本
的

①損益分岐点改善への取組み

■ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業
の展開度

黒
字
転
換

な
利
益
創
出

領
域
の
確
立

➢総合評価対応の強化
➢都市インフラ案件の強化

■ 建築分野
➢首都圏へ経営資源集中

■ 固定費の圧縮

的
な
構
造
改

の展開

➢ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業
➢ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業
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換
出
と

立
首都圏 経営資源集中改

革



ⅡⅡ..現現 中期計画の総括と課題中期計画の総括と課題

想定を上回る市場収縮と価格競争が進行想定を上回る市場収縮と価格競争が進行
2010年度 営業損失▲27億円、経常損失▲40億円

課題 １ 土木事業 総合評価対応力の更なる強化課題 １．土木事業 総合評価対応力の更なる強化

課題 ２．建築事業 採算地域への経営資源の集中配分

課題 ３．土建共通 営業(情報収集力・分析力)の強化

単年度黒転と強みを活かした事業構造改革単年度黒転と強みを活かした事業構造改革
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ⅢⅢ..構造改革構造改革 ①損益分岐点の改善①損益分岐点の改善

■人的資源の再構築

2010年度見通し 2011年度計画

■人的資源の再構築
・1440人体制⇒1060人体制へ

■本社社屋移転

売上総利益
31億円

共通経費

工
事

利
益

72
億円

売上総利益
固
定
費
圧
縮

共通経費
▲42億円

一般管理費

共通経費
▲26億円

般管理費

億円縮

【新組織体制】【旧組織体制】

・本部統合および重層組織解消
首都 経営資 集中

（2011.5.1付）

▲59億円 一般管理費
▲43億円

営業赤字 改善効果

・首都圏への経営資源集中

土
木
事

東北

東
・
中
・

関東

名古屋

北陸

建設事業本部

経営管理本部

▲27億円
改善効果
＋32億円

＋
売上総利益増加• 都市インフラ分野へ

取
締
役
会

事
業
本
部

・
西
支
社

大阪

北陸

中四国

九州

東北

事
業
部

取
締
役

首都圏土木支店

首都圏建築支店

経常赤字 改善効果

売上総利益増加
＋14億円基

盤
事
業
強

都市 ラ分野
の取組強化

•不採算地域の縮小

会

建
築
事
業
本
部

東
・
中
・
西
支
社

東北

関東

名古屋

大阪

北陸

中四国

役
会

東 北 支 店

名 古 屋 支 店

大 阪 支 店 （北陸含む）

※共通経費とは原価性を有する経費（間接部門に よる現場
支援費用）をいう。 －3－

▲40億円
改善効果
＋46億円

化九州
経
営
管
理
本
部

九 州 支 店 (中四国含む）

国 際 支 店



Ⅳ. . 構造改革構造改革 ②基盤事業の強化②基盤事業の強化

■〔土木事業〕案件量豊富な大都市圏への経営資源集中

➢開削、シールド等の都市インフラ分野強化
・開削案件は当社技術評価高く、案件量も増加傾向にある
・トンネルは中堅同業他社シェア維持、ダムは対応プロジェクトの絞込み
・取組回避案件を明確にし業務効率を上げる

➢保有技術を活かした防災・環境・ストックへの提案強化
・ＴＤＲショット工法、空洞充填工法、処分場技術等を活かして提案営業を強化

➢原価管理体制強化による逸失利益防止と利益創出
本社に原価管理チ ムを新設するとともに重点管理現場を設定する・本社に原価管理チームを新設するとともに重点管理現場を設定する

■〔建築事業〕首都圏建築へ特化し採算事業への転換を図る

➢首都圏中心に得意顧客先の拡大と深耕
・案件量、顧客とも豊富な首都圏に特化し不採算地域は縮小する

➢協力会社との連携強化で生産体制とコスト競争力確保
・首都圏特化で業量を確保し継続的また集中的購買により 協力業者との連携を強化する首都圏特化で業量を確保し継続的また集中的購買により、協力業者との連携を強化する

■〔海外工事〕ブルネイ・パキスタンの2ヵ国限定から周辺国へ事業領域拡大
・周辺国：インドネシア 東チモール etc

－4－

周辺国：インドネシア、東チモ ル etc
⇒政府/ＯＤＡ案件、在外公館案件、日系企業案件



ⅤⅤ. . 主要経営数値主要経営数値

■主要業績目標値（単体）

(億円)

2011年度 2012年度 2013年度

500 500 500

2010年度
見通し

土木 500

受
400 400 400

12 8 9

912 908 909

550 500 520

建築 615

開発 16

計 1,131

土木 661

受
注
高

構
造
改
革
効

550 500 520

510 440 410

12 8 9

1,072 948 939

土木 661

建築 548

開発 16

計 1,225

土木 21

完
工
高

効
果

38 6.9% 35 7.0% 36 6.9%

22 4.3% 22 5.0% 24 5.9%

0.9 1.4 2.0

61 5.7% 58 6.2% 62 6.6%

土木 21 3.2%

建築 9 1.6%

開発 1

計 31 2.5%

完
工
利
益

43 4.0% 40 4.2% 42 4.5%

18 1.7% 18 1.9% 20 2.1%

7 0 7% 7 0 7% 8 0 9%

58 4.7%

△ 27 -2.2%

△ 40 -3 3%

一般管理費

営業利益

経常利益

－5－

※2012年度以降はローリング
※新たな取組みによる収益は見込んでいない

7 0.7% 7 0.7% 8 0.9%

5 0.5% 5 0.5% 6 0.6%

△ 40 -3.3%

△ 68 -5.6%当期利益

経常利益



ⅥⅥ..構造改革構造改革 ③強みを発揮する新たな取組み③強みを発揮する新たな取組み

■ エンジニアリング事業の展開

都市イ ラ 防災関連 サ グ事業➢都市インフラ・防災関連のコンサルティング事業

➢環境関連のソリューション事業

●コンサルティング事業

＜集中する領域＞ 都市インフラ・防災・環境
首都圏

＜保有技術・ノウハウ＞
●コンサルティング事業

□ 都市インフラの再生・ 長寿命化コンサルティング

▼保有技術 TDRショット工法、鉄筋コンクリート電気防食工法

光ﾌｧｲﾊﾞｾﾝｼﾝｸﾞによる構造物モニタリング技術（変状計測）

構造物診断技術（劣化診断・損傷診断）

□ 防災・減災コンサルティング

▼保有技術 地下空洞充填工法

液状化評価システム

災害時避難シミュレーション

●ソリューション事業

□ アスベストの無害化処理事業

・「構造物」解体、リニューアルに伴うアスベストの無害化処理

▼保有技術 アスベスト溶融無害化処理技術

□ 建物耐震化コンサルティング

▼保有技術 トグル制震構法

地震動評価システム

□ 低レベル放射性廃棄物処理事業

・「原子力発電所」廃炉に伴う低レベル放射性廃棄物の埋設処理

▼保有技術 低レベル放射性廃棄物地下埋設技術

－6－

＜施工からトータルサービスへ＞


